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会   議   録 （要 旨） 

会 議 名 第１回武蔵村山市地域福祉計画策定懇談会 

開 催 日 時 平成２７年４月３０日（木） 午前１０時～１２時 

開 催 場 所 市役所 ３階 ３０１会議室 

出 席 者 及 び 

欠 席 者 

出席者：河津座長、長田副座長、野﨑委員、吉冨委員、栗原委員、髙橋委

員、小谷委員、堀越委員、佐藤委員、加藤委員、藤崎委員、木下

委員、大平委員、小川委員 

欠席者：若杉委員 

事務局：健康福祉部長、地域福祉課長、避難行動要支援者計画担当課長、

地域福祉課主査（地域福祉グループ）、地域福祉課主任（地域福

祉グループ）、コンサルタント（２名） 

議 題 

⑴ 副座長の互選について 

⑵ 武蔵村山市地域福祉計画策定懇談会の会議の公開に関する運営要領等

について 

⑶ 計画の根拠法令と位置付けについて 

⑷ 第四次地域福祉計画構成（案）について 

⑸ 第四次地域福祉計画の素案について 

⑹ その他 

結 論 
（決定した方針、残さ

れた問題点、保留事項

等を 記載する。） 

⑴ 副座長は長田委員とする。 

⑵ 原案のとおり承認する。 

⑶ 次回以降の懇談会において、地域福祉計画の策定義務等の法的根拠及

び第三次地域福祉計画の中間評価について資料を作成し提示することと

し、原案の説明を了解する。 

⑷ 原案のとおり承認する。 

⑸ 次回懇談会において、地域福祉エリアの設定根拠と他計画のエリア設

定状況の説明を行うこととし、原案のとおり承認する。 

⑹ 次回の開催日は、５月２８日（木）午前１０時からとする。 

審 議 経 過 
（主な意見等を原則と

して発言順に記載し、

同一内容は一つにまと

める。） 

 

 

（○＝委員、 

●＝事務局） 

※ 議事進行前に、事務局から配付資料の確認、「資料１ 武蔵村山市地

域福祉計画策定懇談会設置要綱」の説明、委員、事務局及びコンサルタ

ントの自己紹介が行われた。 

 

⑴ 副座長の互選について 

【説明要旨】（参考「資料１ 武蔵村山市地域福祉計画策定懇談会設置要 

綱」、「資料２ 武蔵村山市地域福祉計画策定懇談会委員名簿」） 

 ○（座長） 副座長は互選ということであるが、いかがか。 

○ 長きにわたる民生・児童委員のご経験から豊富な知識をお持ちであ 

り、副座長に適任であると思われる民生・児童委員協議会会長を推薦 

したい。 

 ○ 異議なし。 

 

⑵ 武蔵村山市地域福祉計画策定懇談会の会議の公開に関する運営要領等

について 

【説明要旨】（参考「資料３ 武蔵村山市附属期間等の設置及び運営に関

する指針」、「資料４ 武蔵村山市附属期間等の会議及び会議録の公開に

関する指針」、「資料５ 武蔵村山市地域福祉計画策定懇談会の会議の公

開に関する運営要領（案）」、「資料６ 会議録（要旨）（案）」） 

 ● 資料３をお開きいただきたい。 

当市には、「武蔵村山市附属機関等の設置及び運営に関する指針」と

資料１ 
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いう規程があり、第１１条から第１４条の規定に基づき、資料４、

「武蔵村山市附属機関等の会議及び会議録の公開に関する指針」が設

けられている。 

 手続的なことであるため、簡略に説明すると、この２つの指針に基

づき、本日、資料５「武蔵村山市地域福祉計画策定懇談会の会議の公

開に関する運営要領（案）」を承認いただきたいと思っている。 

  まず、運営要領の第２条により、会議は、非公開情報を除き、公開

とすると定められており、当懇談会では、個人情報などの非公開情報

を取り扱う予定はないため、原則として、会議を公開させていただき

たい。 

次に、第５条により、傍聴者がいる場合には、座長の許可のもと傍

聴することとなる。 

  また、会議終了後は、内容を資料６「会議録（要旨）（案）」の様

式にまとめ、次回の会議での承認後、市ホームページ及び市役所１階

の市政情報コーナーで公開したい。 

なお、会議録（要旨）においては、発言された個人の特定を避ける

ため、委員個人のお名前は○（白丸）、事務局は●（黒丸）で表記さ

せていただきたいと思っている。 

  当市では、市民等が参加される会議については、会議・会議録の公

開を行っているため、ご了承いただきたい。 

【主な意見等】 

○（座長） 事務局から示された議事要録の様式は用紙 1 枚のものであ

るが、審議経過の部分は内容を要約して記載し、何ページかにわたっ

てまとめるという理解でよろしいか。また、座長、副座長に関しては

個人的には名前を出しても構わないと思う。委員を全て白丸表記にし

てしまうと、分かりにくくなるということはないか。進行役の発言と

委員の発言とはメリハリをつけたほうが良いように思う。 

● 議事要録についてはおっしゃるとおりである。氏名の表記について

は「○（座長）」、「○（副座長）」という形で記載したい。 

○（座長） それでは、非公開情報を除き原則公開とすることをはじ

め、説明いただいた内容でよろしいかと思うが、意見・質問はある

か。 

○ 異議なし。 

 ○ 原案のとおり、承認とする。 

 

⑶ 計画の根拠法令と位置付けについて 

【説明要旨】（参考「資料７ 計画の根拠法令と位置付け」） 

 ● 計画の説明に入る前に、基本的な部分から説明させていただきた

い。まず、「１ 計画の根拠法令 ⑴ 地域福祉の推進と地方公共団

体の責務」であるが、計画の根拠法令、「地域福祉」の定義、推進と

地方公共団体の責務については、社会福祉法に定められている。 

  同法第１条で「地域における社会福祉」を「地域福祉」と定義してお

り、同法第４条において、「地域住民、社会福祉を目的とする事業を

経営する者及び社会福祉に関する活動を行う者が相互に協力して、地

域福祉の推進に努める」ものとされている。そして、同法第６条にお

いて、「国及び地方公共団体は、社会福祉を目的とする事業を経営す

る者と協力して、福祉サービスを提供する体制の確保と福祉サービス

の適切な利用の推進を行う責務がある」こととされている。 

続いて、「⑵ 地域福祉計画の根拠法令」であるが、地域福祉計画

は、社会福祉法第１０７条に基づく「市町村地域福祉計画」であり、
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条文では、市町村は住民や社会福祉を目的とする事業を経営する者等

の意見を反映する措置を講じ、①地域における福祉サービスの適切な

利用の推進に関する事項、②地域における社会福祉を目的とする事業

の健全な発達に関する事項及び③地域福祉に関する活動への住民の参

加の促進に関する事項を一体的に定める計画を策定するものとされて

いる。以上が地域福祉計画の法的根拠である。 

続いて、「２ 計画の位置付け ⑴ 第三次地域福祉計画」である

が、現行計画である第三次地域福祉計画は、これまでの福祉の最上位

として位置付ける計画ではなく、各個別計画との整合性を図りなが

ら、横断的に連携を図る役割を担う計画として位置付け、各個別計画

の隙間を埋める計画として、図１のとおり策定し、これまで保健福祉

の充実に努めてきた次第である。 

続いて、「⑵ 第四次地域福祉計画」であるが、ここからが、新計

画の話となり、本年度は、現行計画の計画期間の最終年度となり、現

行計画の期間中には、他の個別計画として、健康増進法に基づく「武

蔵村山市健康増進計画」や子ども・子育て支援法に基づく「武蔵村山

市子ども・子育て支援事業計画」が新たに策定されている。 

また、制度面では、平成２７年４月１日から新法である「生活困窮

者自立支援法」が施行され、施行に伴い、厚生労働省から生活困窮者

の自立支援方策について地域福祉計画に盛り込む必要がある旨の通知

が発出されているところである。 

第四次地域福祉計画の策定に当たっては、引き続き各種保健福祉計

画と横断的に連携を図る役割を担う計画としての位置付けを踏襲しつ

つ、地域福祉計画に盛り込むべき事項を検討・搭載し、各個別計画で

補えない隙間の部分を埋める計画として策定したいと考えている。 

なお、施策の核となる内容については、次回以降の懇談会で紹介

し、委員の皆様に審議いただきたいと思っているので、よろしくお願

いしたい。 

本日は、この後の議題⑷及び⑸において、第四次地域福祉計画の構

成（案）と素案の内容等を説明させていただく。 

【主な意見等】 

 ○（座長） ただ今の説明について確認しておきたい事項はあるか。 

 ○ ２０ページについて、地域福祉計画は国の法律に基づいて策定する 

ということなのか。この計画に法的効力はあるのか。 

 ● 先の策定委員会でも同様の質問があった。再度、根拠法令等を確認 

し、次回説明させていただきたい。 

○（座長） ２０ページの第１０７条の内容では「その内容を公表する 

よう努めるものとする」となっており、「公表」については努力義務 

だと言える。「地域計画」については「策定し、」となっているが、 

これは国の方では策定義務があるということになっているのか。 

● その件も含めて整理をし、次回、回答とさせていただきたい。 

○（座長） ２０ページの「１ 地域における福祉サービスの適切な利 

用の推進に関する事項」については、サービスの運用について、すな 

わち、必要かつ適切に福祉サービスができるような仕組みづくりにつ 

いてのことである。家族や地域とのつながりが弱くなった中で独居老 

人や子育てに一人で悩んでいる親御さんがいないようにしようという 

ことである。 

「２ 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関す

る事項」は民間事業者やＮＰＯなどの多様な供給主体の参入促進と、

事業者の福祉サービスの内容や質が適正であるかの点検、すなわち、
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供給主体を適正に育てる仕組みづくりをするということである。「３ 

地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項」は地域の

支え合いや住民の参加をどうするかについてのことだが、これが地域

福祉の眼目である。行政や地方自治は、本来、住民が参加して作り上

げるものである。なので、時間があれば自分たちもやる。それも含め

て社会福祉が成り立つという考え方が込められている。 

社会福祉の根幹にあるのが社会福祉法であり、国の福祉の上位法で 

ある。横割りの福祉を想定した上で、それに反しない形で高齢や障

害、子どもなど様々な計画がそこにぶら下がるというのが本来の姿で

あるが、第３次計画では、上位下位という位置付けではなく、横串を

通すように位置付けられており、各部門計画の隙間にあるものをここ

で受け止める形になっている。自分たちでできればその分だけ税金に

期待しなくて済むわけだが、家族や地域で支え合うことができないか

らこそフォーマルな様々な制度が作られ、それがどんどん拡大してき

たという流れがある。そういう意味では、先の自己紹介時に、生活に

ついての満足度における発展途上国と日本との違いに興味を持たれて

いた委員の方がいらしたが、仮にさほど経済成長できなくても、ある

いは福祉ニーズを抱える人が増加したとしても、地域で支え合ってい

ければ、明るく笑顔で晴れやかな生活ができるはずである。そうした

ことを計画の中でどのような表現で盛り込んだらよいのか、それを自

治体がどのように具体化できるのかなど、会議は６回程度で終わる

が、その先を見据えながら本来の在り方を考える計画でありたいと思

っている。 

  他に意見・質問はあるか。 

○ 第三次地域福祉計画の進捗について吟味する必要があるのではない 

か。そうした時間は取れるのか。 

○（座長） 進捗状況は何らかの形で公表されてはいないのか。 

● 目標値と比べてどの程度達成されているかどうかは、確認して報告

したい。 

○（座長） 地域福祉計画の場合は、一般的に理念を示す計画であるの 

で目標と達成状況については表しにくい部分があるかと思うがいかが 

か。 

● 例えば、第三次の７６ページの健康推進課のがん検診や乳幼児健診 

などについては所管課に問い合わせればわかると思われるので、今後 

確認してお示しする。 

○（座長） 一般的には上位計画であれば、こういった考え方で進める 

べきだという計画であるのだが、独自に目標値を掲げているのであれ 

ばその進捗状況を示さねばならないだろうと思う。それでは、計画の 

位置付け等について、他に意見・質問はあるか。 

○ 資料７の２１ページに７つの計画が挙げられているが、そのそれぞ

れの計画における目標値が全て達成されることはあり得るのか。例

えば、介護の方が十分に行われると、そこに人材が流れて高齢者の

福祉の一部に人材を割けなくなるということはないのか。どこかの

ニーズが高くなればそれによってどこかのニーズが低くなるという

ことはあり得る話である。計画同士に相互的なつながりを持たせる

ことはできないのか。 

○（座長） 介護保険事業計画は介護保険法に基づいており、計画の中

では数値目標を設定しているはずである。高齢者福祉計画は介護保

険に含まれないそれ以外の高齢者福祉の部分のことなので内容的に

は選り分けられている。これらの数値目標の達成状況というのは、
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個々に審議されるので、懇談会の中では入ってこないのではないか

と思われる。トレードオフのようなことは多少はあると思う。施策

的には分けているが、人材が一方に流れるともう一方に不足が生じ

るということはあるかもしれない。計画は行政計画であるが、一般

的にはそれぞれの計画毎に委員会が設置され計画が策定されていく

ことが多い。この計画はまさに横割りであるので、全体を眺めなが

ら地域の協力・連携という点については、地域福祉計画として話し

合っていく部分だと思う。かつての日本の福祉は、“施設に入れて

お仕舞い”というような「施設福祉」であったという歴史がある。

生活保護は在宅であるし、保育所等は「地域」であるが、他は皆都

道府県単位で動いていたため、かつてはお年寄りや障害のある方は

だいぶ離れたところの施設で暮らすということが一般的であった。

そうすることなく、住み慣れたところで暮らせるようにするという

ことが、この地域福祉計画の一つの意義である。もう一つの意義

は、縦割りではなく、横割りの福祉計画が必要だということであ

る。この二つの意義が地域福祉計画には込められていたはずであ

る。以上が私の考えであるが事務局の方で何かあればお願いした

い。 

● 第三次計画の５ページにあるように、高齢や介護の計画等について

は平成２７年に策定されているので各計画で目標値を定めてそれに

向けての取組を始めていると思う。地域福祉計画については第三次

の横割りを第四次でも継承していきたいと考えている。 

○ この懇談会で審議する内容は、第三次地域福祉計画の案の確定を２

７年度内に行い、第四次計画策定に向けるということなのか。第三

次に関して我々は審議することはないのか。まだ年度が終わってい

ないので、第三次計画でまだ確定していない部分について話し合う

機会はあるのか。 

○（座長） 本懇談会は第四次計画をつくるためのものである。基本的

には第三次計画を引き継ぎながら、変えるところは変えるというこ

とになろうかと思う。三次の内容が全くご破算になることも無くは

無いが、可能性としては限りなく低い。現在動いているものに対し

て、事務局の状況報告を受けながら、順調であればそれを前提とし

て、新たな内容の追加やより良くするための変更等を行うという形

になると思われる。 

● 今回は第四次計画策定のための審議を皆様にお願いしている。市に

おいてもそのための策定委員会を設置している。策定委員会で、第

四次計画の素案を作り、それを懇談会で皆様にお示しして、いただ

いた意見等を基に策定委員会で内容を詰めるというキャッチボール

をしながら策定していきたいと考えている。 

○（座長） 今回は議論する材料が十分にない状態であるが、第２回目

以降は、皆様のご経験やお立場より普段感じていることを自由にお

出し頂きながら、より良い計画作りのために協力いただくことにな

ろうかと思う。地域福祉計画が横割りの、全てを包含する計画とい

う位置付けであるならば、２１ページに書かれている計画以外で

も、今年度から全市町村でスタートしている子ども・子育て支援事

業計画も入ってくることになると思う。地域福祉計画は、単なる横

割りではなく、全体の中でこうあるべきだという福祉を全体的に推

進する目的をもった計画であるからして、本来ならばもう少し上の

位置付けになると思われる。そうした意味でも懇談会における発言

は多い方がより有意義なものになるだろうと思う。個別計画はその
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エキスパートが進めているが、地域福祉計画は、市民全体の幸せを

考え、どうするかという内容になると思う。この辺りは追々話をし

ていくことになるかと思うが、議題の⑷、⑸に進みたい。事務局

は、可能ならばまとめて説明をお願いしたい。 

 

⑷ 第四次地域福祉計画構成（案）について 

【説明要旨】（「資料８ 第四次地域福祉計画構成（案）について」） 

● まず、第１章では「計画の基本的事項」を、第２章では「当市の現

状」を、第３章では「計画の基本的な考え方」を、そして、次回以降

となるが、施策の核となる第４章で「基本計画（取組の展開）」を、

第５章で「計画の推進と進行管理（計画の評価と見直し」という形で

構成していきたいと考えている。 

   素案の内容については、委員の意見を反映させ、修正していきたい

と考えている。 

 

⑸ 第四次地域福祉計画の素案について 

【説明要旨】（「資料９ 第四次地域福祉計画 【素案】」） 

● 議題⑸ 「第四次地域福祉計画の素案について」は、現在、素案を

作成しているため、大まかな概要を説明させていたきだき、次回以

降の策定懇談会で具体的な審議をお願いしたい。 

まず、「第１章 計画の基本的事項」では、現行計画と同様に計画

策定の背景と趣旨、計画の性格と位置付け、計画の期間について記

載し、続く「第２章 武蔵村山市の現状」でも、現行計画と同様に

武蔵村山市の概要、地域福祉の現状について昨年度に行った市民意

識調査の結果を交えつつ記載する予定である。５１ページからは、

高齢者福祉、障害者福祉、子ども・子育て支援及び保健医療につい

て、各個別計画と整合する形で記載することを考えている。 

次に、「第３章 計画の基本的な考え方」では、計画の基本理念

と基本視点、計画の基本目標と施策の体系、エリア設定の考え方と

将来人口推計について記載する予定である。 

基本理念等については、現行計画策定時には保健分野の個別計画

が策定されていなかったことから、基本目標の１つに「保健・医療

と連携した総合的な地域福祉サービスのあるまちづくり」を掲げて

いた。今回の計画では、現行計画策定以降に策定された健康増進計

画や生活困窮者自立支援法の施行及び市民なやみごと相談窓口の開

設等も考慮して、基本目標と取組の方向を整理する予定である。 

【主な意見等】 

 ○（座長） 今の説明について意見・質問はあるか。 

 ○ 本日は大枠をお示しいただいたが、次回の会議の前にはきちんとし

た素案はいただけるのか。 

 ● 委員の皆様には懇談会の一週前を目途に資料を郵送したいと考えて

いる。 

○（座長） 郵送される資料の中には会議次第は含まれているか。全体

で６回程度の会議が設けられるわけであるが、会議ごとに何を議論

するかというスケジュールを作成することは可能か。 

● 次第は含まれている。スケジュールについては資料１０の６５ペー

ジをご覧いただきたい。次回は第１章～第３章について審議いただ

く予定である。 

○ 基本理念について「身近な地域」という文言があるが、どの程度の

範囲を指しているのか。 
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● 日常生活圏域を想定している。６２ページで設定している地域福祉

エリアがそれに相当する。 

○ 気になる点は、一つはエリアの広さに随分差があるということであ

り、もう一つには、身近なエリアとはせいぜい歩いて行ける程度の

範囲ではないのかということである。エリア設定は適当ではないの

ではないか。 

● 現行計画書の４６、４７ページにあるように、平成６年に策定した

老人保健福祉計画で市内に４つの地域福祉エリアを設定し、その

後、平成１８年に策定した第二次地域福祉計画で日常生活における

行動範囲や生活環境条件を考慮して見直しを行った。 

○ 身近な地域というのが自治会においても解決しなくてはならない

問題となっている。現行計画で示されているエリアは広いので、西

部エリアを新青梅街道から南北に分けるなどの見直しは必要かと思

う。また、個人的には、日常的に顔と名前が分かるのは、自分が住

んでいる場所を基準としてせいぜい１００世帯あたりではないかと

思う。自治会でも１年毎に役員が変わり、ほとんどお互いを知らな

い。いってみれば賽の河原の石積みのように、隣近所のつきあいを

なかなか築くことができない。「身近な地域」とは何か、というこ

とは大事なことだと思う。 

○（座長） サービスの供給をエリアの中だけでやるとすればかなり難

しい問題が出てくる。介護保険事業計画では１中学校区人口二万人

あたりでサービスが受けられるよう設定したわけだが、子ども・子

育て支援事業計画においてはあまり狭く区切ってしまうと。かえっ

てニーズの需要と供給の均衡を保つのが難しく、１つの市で１圏域

である方が学童や保育園を利用しやすくなることもある。それぞれ

の領域別に大きさが変わってきたりもする。地域福祉計画は市の計

画であるので、市全体を１つの地域と考えているのだろうと思う

が、個別計画になると非常に難しい。それからエリアではないコミ

ュニティというものもある。例えば、距離的には離れているけれど

もつながりのある団体が活動している場合などがそうである。エリ

アの設定はよく議論になるものであるが、基本的にはできる限り在

宅でサービスを受け、施設に入所するにしても家族とそう離れない

場所で暮らしたいという市民の願いがあるので、あまりがちがちに

エリアを決めてしまうと苦しくなる。他に何か意見・質問はある

か。 

○ 基本視点について、“市民と事業者が同じ目線で”ということだ

が、サービスの需要と供給の話は供給者側からの話になるわけで、

市民の目線から言うと、そこでサービスをしてほしいということで

はなくて、窓口だけでもあれば安心するのである。それが基本理念

にある「安心して暮らせる福祉のまち」の入り口なのではないかと

思う。 

○（座長） 委員のお二方からいただいた意見は非常に重要であると思

う。基本的には市民同士が支え合える、いざという時には声を掛け

合える状態というのがベースになければ、公的なサービスがいくら

あっても何かが欠けてしまう。委員のおっしゃっていたお互いに挨

拶をし、顔を見知っている間柄というのは、このベースになるもの

だと思うので、こうした関係が網の目のようにしっかりできていれ

ば相当に快いものになるかと思う。 

○ この４つのエリアにはそれぞれ包括センターが置かれていると思

う。１，２年前までは北部包括がなかったと思うので、一つ増えた
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という意味でもエリアを増やしていただけると住民の方にとって少

しは住みやすくなるのではないかと思う。 

○ 四次計画策定にあたり、議題⑶において、先に委員の方々より第三

次計画の進捗状況がないとの指摘があったが、私も同意見である。

確定したものは２７年度が終了してからということになると思う

が、現行計画の９０ページにあるように「所管課による自己評価」

を２６年度までの中間評価という形で示していただければ、参考に

なると思う。 

● 所管課に調査を行い、今後の会議でお示しする。 

○ 資料１０の策定スケジュールについて、やってみなければわからな

いのだが、あと４、５回の会議で一定程度の結論が出せるかどうか

不安がある。 

○（座長） 確かにこのスケジュールだと実質的な審議は２、３回程度

ということになるが、それで足りるのかどうか、この点は座長とし

ても気になる点ではあった。 

● この次の「議題⑹ その他」でお話ししようと思っていたのだが、

スケジュールについては、進捗状況を見ながら座長と協力しながら

進めたい。ご協力のほどお願い申し上げる。 

○ 基本視点について、市民、事業所、市という立場の違う人たちが、

同じところを目指すということを「目線」という言葉で表現してい

るということだが、それが適切なのだろうか。 

● 第三次では基本視点については、市民と事業者と市が同じ目線とい

う意味で策定させていただいている。今後はこの基本視点について

も「同じ目線」という文言を入れる否かも含めて意見をいただきた

いと思っている。 

○（座長） 理念と視点が一つずつ出ているのだが、これで良いのかど

うかということも、当然、第四次計画において議論のある部分だと

思う。他にはいかがか。社会福祉協議会からお越しの委員の方はい

かがか。市民自らが活動する市民活動計画は社協が策定すると位置

付けられているが、これから策定するご予定であるか。 

○ その予定である。市が行った市民意識調査、地域福祉計画とリンク

した計画を策定したいと検討している段階である。 

○ 地域福祉のエリアについて、高齢者に限定した話になってしまうの

だが、新青梅街道から北と南で差が大きいので、そこを一緒くたに

考えてしまうと難しいのではと感じている。 

○ 介護保険法が変わって平成２９年度までに移行しなければいけない

という時期であり、地域のボランティア活動やインフォーマルサービ

スをもっと重視しなければと謳われているので、そちらの計画との関

連性が気になるところではある。 

○（座長） 全体を通して副座長から何かあればお願いしたい。 

○（副座長） 今回は第１回目ということもあり、全員まだ理解してい

ない部分もあったと思う。資料によれば、長期総合計画が土台にな

っていると思われるが、そうした土台のものも含め、今後、事務局

から提示される参考資料については、可能な限り、より多く、細か

く示していただくようお願い申し上げる。 

○（座長） 昨年実施した市民意識調査をみても、ボランティア活動を

やりたくても時間がないという方々もいるので、こうした現状も踏

まえながら進めていければと思う。では、次の議題に移る前に最後

に何か一言言っておきたい方がいればどうぞ。 

○ 先ほどのエリアの件であるが、各エリアを定めたそれなりの理由が 
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あるはずなので、それをお示しいただければ議論しやすいと思う。 

● 次回の懇談会で平成６年に初めて設定した際と、その後の平成１８ 

年の見直しの際の理由等についてお示しいたしたい。 

○（座長） 市で定めているのは４つのエリアだけなのか。個別の計画

で別のエリアを作っているということはあるか。 

● 他の計画でもこのエリアを踏襲しているはずである。 

○（座長） 事業によってエリアが違う場合もあるので、それについて

も次回示していただければと思う。 

 

⑹ その他 

【説明要旨】（「資料１２ 第２回地域福祉計画策定懇談会の日程につい

て」 

○（座長） 次回の懇談会の日程については、５月２７日（水）午後３

時と２８日（木）午前１０時が候補に挙がっているが、都合がつかな

い日程に挙手をお願いしたい。 

○ （２７日に３人、２８日に３人の挙手があった。） 

○ （座長） このようであるが、事務局の都合はいかがか。 

● 可能であれば２８日にお願いしたい。 

○（座長） では、５月２８日午前１０時に決定した。事前に郵送され

た資料について意見等がある方は事務局にメールやファックスなど形

式を問わず文書で提出し、事務局はそれをペーパーにして配付してい

ただければ座長としても、他の委員の方々に意見を伺いやすい。 

● それでは、事前配付資料について意見等があれば事務局まで連絡い

ただきたい。 

○（座長） 欠席される委員が予め意見を出しても構わないということ

か。 

● 構わない。 

○（座長） それでは、議事を終了する。事務局の方から何かあればお

願いしたい。 

 

 

－ 以上 － 
 

会議の公開・ 

非 公 開 の 別 

☑公  開                傍聴者：   ０ 人 

□一部公開 

□非 公 開 

 ※一部公開又は非公開とした理由 

 

 

会議録の開示・ 

非 開 示 の 別 

☑開  示 

□一部開示（根拠法令等：                   ） 

□非 開 示（根拠法令等：                   ） 

庶 務 担 当 課  健康福祉部 地域福祉課（内線：１５４） 

（日本工業規格Ａ列４番） 
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第１節 計画の基本的事項（計画策定の趣旨等） 

 

 我が国における地域福祉計画策定の背景には、地域社会が変容し、自殺、ホームレス、家庭内

暴力、虐待など人々の課題が複雑化し、公的な福祉サービスで対応することが困難な問題が浮か

び上がっていたことがありました。 

こうした中、国は、『地域における「新たな支え合い」を求めて－住民と行政の協働による新し

い福祉－』（平成 20 年３月）で、地域福祉の意義と役割について改めて位置付けるとともに、地

域福祉を推進するための必要な条件と整備方策などを明らかにしました。 

近年、社会や制度において新たな変化が見られ、ニート、ひきこもり、孤立死等既存の制度や

サービスだけでは解決できない問題の解決や長引く不況の影響から生活困窮者に対する自立支援

が課題となっています。 

また、平成 23 年 3 月 11 日に発生した「東日本大震災」においては、東日本をはじめとして全

国に大きな衝撃を与え、地域における支え合い・助け合いの大切さが改めて認識されるとともに、

避難行動要支援者に対する支援の確立が求められています。 

その一方で、少子高齢化や核家族化の更なる進行による社会構造の変化や個人の価値観の多様

化、プライバシーに関する意識の高まりなどにより、家庭や地域との相互のつながりの希薄化や

自治会加入率の低下を招き、支え合い・助け合いの担い手が減少しています。 

地域福祉の推進は、地域の課題を解決するだけでなく、地域に参画する住民にとっての自己実

現の場、次世代を育む場としての可能性をも秘めており、住民の地域での暮らしを支えるために

は、公的な福祉サービスの充実が求められると同時に、地域におけるインフォーマルな助け合い

の仕組みづくりが喫緊の課題となっています。 

本市においては、平成８年に「武蔵村山市地域福祉計画（障害者・児童）（平成８年度～平成

17 年度）」を策定後、平成 18 年に「武蔵村山市第二次地域福祉計画（平成 18 年度～平成 22 年

度）」、平成 23 年に「武蔵村山市第三次地域福祉計画（平成 23 年度～平成 27 年度）」を策定し、

市民参加と協働のもと、市民・事業者・市が一体となって福祉施策の推進に努めてきました。 

平成 27 年度は「武蔵村山市第三次地域福祉計画（平成 23 年度～平成 27 年度）」の最終年度に

当たり、これまでの福祉サービスの達成状況や本市の地域福祉を取り巻く現状及び社会情勢を踏

まえて、引き続き、市民・事業者・市が一体となり福祉施策を推進するための事項を一体的に定

める「武蔵村山市第四次地域福祉計画」を策定いたしました。 
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第２節 計画の性格と位置付け 

 

１ 計画の性格 

◇ 本計画は、社会福祉法第 107 条に基づく「市町村地域福祉計画」として策定します。 

◇ 「武蔵村山市第四次長期総合計画」を上位計画とし、その理念や将来都市像、施策に掲げる目

標などを踏まえて策定します。国及び東京都がそれぞれに策定する関連の計画などや、市が策

定した各種計画等との整合・連携を図ります。 

 

 

２ 計画の位置付け 

◇ 本計画は、各種保健福祉計画（高齢者福祉計画・介護保険事業計画、障害者計画・障害福祉

計画、子ども・子育て支援事業計画、食育推進計画、健康増進計画）と横断的に連携を図る役

割を担う計画として策定します。 
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次
世
代
育
成
支
援
行
動
計
画
含
む) 
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第３節 計画の期間 

 

１ 地域福祉計画の計画期間 

◇ 本計画の計画期間は、平成 28年度から平成 32 年度までの５年間とします。 

 

平成 

23 

年度 

平成 

24 

年度 

平成 

25 

年度 

平成 

26 

年度 

平成 

27 

年度 

平成 

28 

年度 

平成 

29 

年度 

平成 

30 

年度 

平成 

31 

年度 

平成 

32 

年度 

          

 

 

２ 他の福祉計画等の計画期間 

◇ 他の総合計画及び福祉計画の計画期間は、それぞれ次のとおりです。 

 

平成 

23 

年度 

平成 

24 

年度 

平成 

25 

年度 

平成 

26 

年度 

平成 

27 

年度 

平成 

28 

年度 

平成 

29 

年度 

平成 

30 

年度 

平成 

31 

年度 

平成 

32 

年度 

          

 

 

 

第二次高齢者福祉計画 
第 5 期介護保険事業計画 

第三次高齢者福祉計画 

第六期介護保険事業計画 

第 四 次 長 期 総 合 計 画 

第四次高齢者福祉計画 

第七期介護保険事業計画 

第二次障害者計画 

第３期障害福祉計画 

第三次障害者計画 
 
第四期障害福祉計画 

第四次障害者計画 
 
第五期障害福祉計画 

次世代育成支援行動計画（後期計画） 
子ども・子育て支援事業計画 

（次世代育成支援行動計画含む） 

食育推進計画 

健康増進計画 

第二次食育推進計画 
 

第二次健康増進計画 
 

武蔵村山市第三次地域福祉計画 武蔵村山市第四次地域福祉計画 
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第２章 武蔵村山市の現状 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料３ 
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第１節 地域福祉の現状 

 

１ 地域福祉の取組状況 

 

⑴ 相談体制の充実（相談から支援まで） 

平成２７年４月から生活困窮者自立支援制度がはじまり、生活困窮者に対し、生活保護に至

る前の段階で、自立に向けた支援を行うことによって、課題がより複雑化・深刻化する前に自

立の促進を図るため、包括的な支援等を行うことが必要となります。 

このような生活困窮者への支援を含めた多様な市民の相談に積極的かつ総合的に対応できる

体制の構築として、市民の利便性を確保する観点から、各種相談にワンストップで対応する窓

口として市民なやみごと相談窓口を設置しています。 

また、なやみごとを抱えた方や生活困窮の方に対する支援を、包括的に、早期に、創造的に

進めていくために庁内体制の整備や関係機関との連携を図っています。 

 

■生活保護世帯数の推移 

（単位：世帯） 

平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

1,140 1,195 1,215 1,192 1,188 

  備考 各年度末現在 

 

 

⑵ 情報提供と広報、啓発の推進 

市民に必要な情報や相談窓口について、利用者のニーズに配慮した情報や高齢者や障害者等

の全ての利用者が、使いやすくわかりやすい市のホームページを目指し情報発信に努めていま

す。 

また、市報「むさしむらやま」において、「福祉の窓」コーナーでは福祉情報の掲載を行うと

ともに、関係各課において、パンフレット等を作成することにより福祉情報の提供に努めてい

ます。 

その他、市民との情報共有を推進するため、公式ツイッター及び公式フェイスブックページ

を活用し、市政情報、イベント情報、災害情報及び不審者情報等を随時発信しています。 
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⑶ 民生・児童委員の活動 

武蔵村山市民生・児童委員協議会は、市内を東部地区と西部地区の２箇所に分けており、そ

れぞれで民生児童委員が２９人、主任児童委員が２人の合計６２人体制で様々な活動を行って

います。 

民生・児童委員の任期は３年ですが、引き続き更新して民生・児童委員の活動をされる方も

多く、社会福祉の精神を持って、地域の安全・安心の確保のために取り組んでいます。 

民生・児童委員の活動としては、それぞれの地域で生活に困っている方や障害のある方、一

人暮らしの高齢者などが安心して生活を送れるよう相談に応じ、市や関係機関による適切な福

祉サービスへつなぐサポートをしています。 

また、主任児童委員は、各地域の児童委員（民生委員が兼ねている）に助言や協力をし、学

校やスクールソーシャルワーカー、保健所等と連携をしながら、青少年の健全育成を推進する

ための活動を行っています。 

 

◆民生・児童委員が活動する主な事業等 

○ 定例協議会を実施（８月を除く毎月１回） 

○ 民生委員・児童委員の日（５月１２日）の活動週間におけるパネル展示を実施 

○ 二市連絡協議会を実施（東大和市民生委員・児童委員協議会との交流） 

○ 東日本大震災で親を亡くした子ども達への応援募金活動を実施 

○ 社会福祉関連施設への視察研修を実施 

○ 敬老会出席者の付き添い及び敬老金の配布を実施 

○ 地区連絡協議会を実施（地域の児童問題についての情報交換等） 

○ デエダラまつりで相談コーナーを実施 

○ 社会福祉協議会との懇談会を実施 

○ 民生・児童委員向けの講演会を実施 

◆事項別部会の活動 

○ 子育て支援部会 【乳幼児をもつ親の子育て支援の実践に関する事項】 

○ 児 童 福 祉 部 会 【学齢児童の福祉に関する事項】 

○ 障 害 福 祉 部 会 【障害者（児）の福祉に関する事項】 

○ 生 活 福 祉 部 会 【低所得者の福祉に関する事項】 

○ 高 齢 福 祉 部 会 【高齢者の福祉に関する事項】 

○ 主任児童委員部会 【児童福祉（専門的に）に関する事項】 
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⑷ 市民活動への支援 

市民活動の拠点として、市民総合センターにボランティア市民活動センターを開設し、ボラ

ンティイア及びＮＰＯ等への支援や、市民活動の担い手となるよう各種講座を開催して、人材

育成に取り組んでいます。 

近年は、市民活動のへの関心が高まっていることから、ＮＰＯ法人の設立に向けた動きに対

し、市における法人設立の支援や助言、人材養成への支援等を行っています。 

また、活動の場を拡充するため、公民館、地区会館等のコミュニティ施設の無休化を実施す

る等の支援をしています。 

平成 27 年３月末現在、ボランティア・市民活動センターに登録しているボランティア団体

は 141 団体、登録しているボランティアは３１６人となっています。 

市内に活動拠点を置くＮＰＯ法人は、平成 12 年においては、２法人でしたが、平成 22 年に

おいては、１９法人、平成 27 年 3 月末現在では２３法人となっています。 

平成 12 年以降、市民活動の盛り上がりを背景に急速に設立数が増加しました。近年ではほ

ぼ横ばい状態となっていますが、活発な活動が展開されています。 

 
 

■市内に活動拠点を置くＮＰＯ法人数の推移 

（単位：法人） 

平成 12 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

２ １９ ２０ ２２ ２３ ２３ 

備考 各年度末現在 

 

⑸ 権利擁護の推進 

高齢者、障害のある人、子どもや子育て家庭に関する様々な相談に対して、福祉サービスを

分かりやすく、そして利用しやすくなるように案内するため、福祉サービスの利用方法に関す

る相談や苦情の受付とその解決に向けた支援を行う総合的な相談窓口として、「福祉サービス総

合支援事業」を社会福祉協議会内に委託して実施しています。 

認知症、知的障害、精神障害等により判断能力の不十分な方が地域で安心して生活を送れる

よう、福祉サービスの利用手続支援や日常的な金銭管理サービス等を行う「地域福祉権利擁護

事業」を社会福祉協議会が「福祉サービス総合支援事業」の中で実施しています。 

平成２５年６月１日からは「地域福祉権利擁護事業」の対象者を拡大し、従来の利用者に加

えて要支援・要介護認定を受けている方や身体障害者の方で日常生活の支援が必要な方も利用

できるように事業の拡大を図っています。 

判断能力の不十分な方の権利を法律的に保護し、支援するための制度である「成年後見制度」

については、積極的な活用を支援する取組として「成年後見活用あんしん生活創造事業」を社

会福祉協議会に委託して実施しており、制度の周知に加えて、利用手続きに関する相談や成年

後見審判申立てに必要な書類作成の説明や支援を行っています。 
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⑹ 福祉のまちづくりの促進 

 

平成２５年１０月に策定した「武蔵村山市まちづくり基本方針（改定）」（都市計画マスター

プラン）の中では、市民・事業者・市が協働して高齢者、障害のある人だけでなく全ての人に

やさしいまちづくりを推進していくことを目指して、「やさしさ・ふれあいのまちづくり」を基

本方針の一つとしています。 

既存の道路では、主要幹線道路における歩行空間の確保や主要生活道路の道路拡幅を行い、

全ての市民が安全で快適に通行できる道路整備を進めています。 

また、バリアフリー化、ユニバーサルデザインについては、歩道などの段差改良や整備に際

して視覚障害者用誘導用ブロックの設置などを進めています。公園の整備に際しても、車椅子

などに配慮した出入口の改修やトイレなどのバリアフリー化を図り、人にやさしい施設づくり

に努めています。 

「都営村山団地」では、バリアフリー化された車椅子使用者世帯向けの住宅の整備と、生活

援助員による日常生活支援サービスの提供を行う「シルバーピア運営事業」を実施しており、

将来の地域を担う子育て支援施設の整備も進め、市内の高齢社会に対応した環境整備を促進し

ています。 

軌道交通の無い本市では、バス交通が主要な公共交通となっており、各バス会社が運営する

路線バスとともに、市内循環バス（ＭＭシャトル）を市民ニーズに対応した利便性の高い交通

手段とするべく、常に現状の検証や課題解決のための検討を重ねながら、各種取組を進めてい

ます。また、全ての市民が快適に利用できるようにとの観点から、市内循環バスの半数以上に

ノンステップバスを導入しており、今後も順次導入を進めています。 

さらには、市内循環バスによる移動が困難な市南西地域にお住いの市民の足とするため、事

前登録・予約制の乗合タクシー「むらタク」の実証実験運行を平成 28 年 3 月 31 日までの期間

で行っていますが、今後も市内循環バスの運行の見直しと合わせ、障害のある人を含む全ての

市民にとってよりよい公共交通とするべく努めています。 

多摩都市モノレールの上北台・箱根ヶ崎間の延伸については、平成４年に東京都が次期整備

路線の事業化すべき路線として決定し、平成 12 年の国の運輸政策審議会の答申で「平成 27 年

までに整備着手することが適当である」路線として位置づけられるなど、これまでに着実に延

伸に向けて歩みが進んでいます。 
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⑺ 防災や安全・安心への取組 

 

災害時における住民や地域社会の安全を守るためには、地域ぐるみの対応が必要です。この

ため、自主防災組織の結成を促進して育成するとともに、総合防災訓練等を通じて地域の住民

と相互に協力して連携活動できる体制を整備してきました。また、そのような中で、自力によ

る避難等が困難である要配慮者（高齢者、障害者、乳幼児その他の特に配慮を要する者をいう。

以下、同じ。）に対して人命の安全確保のため、近隣住民との協力や支援体制づくりに努めてき

ました。 

これまで災害が発生した場合等において、要配慮者に対する安否確認や避難誘導等をスムー

ズに行うことを目的に、平成 13 年度から災害時要援護者名簿を作成し、警察署、消防署及び民

生・児童委員に名簿を配布して、緊急時の連携体制の整備に努めてきましたが、「災害対策基本

法等の一部を改正する法律」（平成 25 年 6 月 21 日公布）により、避難行動要支援者名簿の作成・

利用制度が施行（平成 26年 4月 1 日）されたため、市においては災害時要援護者名簿を見直す

とともに、避難行動要支援者名簿を作成し、あわせて避難行動支援プラン（全体計画）を作成

しました。 

「自主防犯組織」に対しては、市内の防犯ボランティア組織に対し防犯パトロール資器材を

助成しており、自主防犯活動支援を行っています。平成 27 年４月現在１２団体の登録があり、

今後も団体数を増加させるための取組を行っていきます。 

「交通安全対策」としては、小学生には新入学児童への「歩行訓練」や、主に３年生から５

年生を対象とした自転車の正しい乗り方について指導する「自転車安全教室」を、中学生には

スケアード・ストレイト方式による体験型交通安全教室を開催し、交通安全意識啓発に取り組

んでいます。また、高齢者の交通事故対策として、シミュレータ等を活用した体験型交通安全

教室を行っています。 

さらに、夏休み中に子どもたちが交通事故や犯罪に巻き込まれないように親子で参加できる

「夏期交通防犯映画会」を実施するなど、交通安全及び防犯意識の啓発に取り組んでいます。 

 

⑻ 福祉教育・学習 

 

将来、地域を担う子ども達への人材育成において、福祉の教育や学習は大変重要な課題とい

えます。本市では、市立小・中学校の特別活動や総合的な学習の時間の中でボランティア活動

等を行うことで、児童・生徒に社会の一員としての自覚と責任を持たせ、社会奉仕の精神の育

成に努めています。 

また、全ての子どもが公平に教育を受けられるよう平成 25 年度から平成 27 年度の３か年計

画の「第三次武蔵村山市特別支援教育推進計画」を策定しており、一人一人の障害の特性に応

じた教育の充実と共生社会の実現を目指しています。 

さらに、特別支援学級の児童・生徒と通常の学級の児童・生徒の相互理解を促進させるため、

交流及び共同学習を実施しています。 
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２ 高齢者福祉及び介護保険事業等 
 

⑴ 高齢者の推移 

本市の高齢者人口は、昭和 45 年以降増加を続け、平成 27 年 10 月１日現在○○,○○○人で、

高齢化率は○○.○％です。高齢化率は、東京都と同じで、全国と比べてやや低位にあります。 
 

高齢者人口と高齢化率の比較 

  

  

武蔵村山市 東 京 都 全   国 

高齢者人口 

（人） 

高齢化率 

（％） 

高齢者人口 

（千人） 

高齢化率 

（％） 

高齢者人口 

（千人） 

高齢化率 

（％） 

昭和 45 年 1,328  3.2  591  5.2  7,393  7.1  

昭和 50 年 1,804  3.5  732  6.3  8,865  7.9  

昭和 55 年 2,514  4.4  895  7.7  10,647  9.1  

昭和 60 年 3,406  5.6  1,056  8.9  12,468  10.3  

平成 ２年 4,712  7.2  1,244  10.5  14,895  12.0  

平成 ７年 6,338  9.5  1,531  13.0  18,261  14.5  

平成 12 年 8,524  12.9  1,910  15.8  22,005  17.3  

平成 17 年 11,482  17.3  2,295  18.3  25,672  20.1  

平成 22 年 14,555  20.3  2,557  20.3  29,113 22.8 

平成 27 年       

資料：国勢調査 
 

市の高齢者人口と高齢化率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考１ 昭和 45 年から平成 22 年までは国勢調査人口 

          ２ 平成 27 年の武蔵村山市の数値は、平成 27 年 10 月１日現在の住民基本台帳及び外国人登録

人口 

              ３ 平成 27 年の東京都の数値は、平成 27 年１月１日現在の住民基本台帳人口 

          ４ 平成 27 年の全国の数値は、平成 27 年 1 月１日現在の総務省統計局人口 
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⑵ 認定者数の推移 

要支援又は要介護と認定された方は、介護保険制度導入初年度の平成 12 年度には 953 人でし

たが、平成 27年度は○,○○○人と、○.○○倍に増加しています。 

介護度別に見ると、重度（要介護４・要介護５）の認定者数が増加しています。 

 

認定者数の推移                   （単位：人） 

 
平成 

12 年度 
 

平成 

23 年度 

平成 

24 年度 

平成 

25 年度 

平成 

26 年度 

平成 

27 年度 

要支援 95 
要支援１ 279 322 350 395  

要支援２ 215 242 279 307  

要介護１ 278 要介護１ 312 360 415 427  

要介護２ 208 要介護２ 351 390 388 394  

要介護３ 135 要介護３ 252 272 313 317  

要介護４ 128 要介護４ 257 269 291 298  

要介護５ 109 要介護５ 191 212 219 237  

計 953 計 1857 2067 2255 2375  

 

■要支援・要介護認定者数の過去の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 各年度 10 月現在の認定者数 

 

95
230 223 235 261

201 207 212 203

278

223 199 218
288

208

315 340 324

352

135

268 280 258

241

128

194 227 244

288

193 200

215

109

180

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

平成12年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

要介護５

要介護４

要介護３

要介護２

要介護１

要支援２

要支援１

要支援

（人）

953

1,611
1,669

1,691

1,848
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⑶ 高齢者福祉施策の取組状況 
 

【サービスを提供する施設の状況】 

高齢者福祉に関する施設は、おおむね順調に整備が進んでいます。福祉施設では特別養護老

人ホーム、介護老人保健施設、認知症高齢者グループホーム等があり、これらの施設群が高齢

者向けの介護サービスの中核を担っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 平成 27 年４月１日現在 

○高齢者関連施設の種類と箇所数 

① 
介護老人福祉施設 

（特別養護老人ホーム） 
３か所 ⑧ 

認知症対応型共同生活介護施設 

（グループホーム） 
３か所 

② 介護老人保健施設 １か所 ⑨ シルバーハウジング（シルバーピア） ３か所 

③ 介護療養型医療施設 １か所 ⑩ 小規模多機能型居宅介護施設 １か所 

④ デイサービスセンター 15か所 ⑪ 訪問看護ステーション ４か所 

⑤ 通所リハビリテーション １か所 ⑫ 福祉会館 １か所 

⑥ 短期入所施設 ４か所 ⑬ 老人福祉館 ５か所 

⑦ 地域包括支援センター ４か所 ⑭ シルバーワークプラザ 1か所 

 

 

④ 

①⑥ 

⑧ 

⑬ ③ 

⑬④ 
④ ◎ 

⑫ 

○ 

○ 

⑨ 

○ 

○ 

○ 

⑬ 
④ 

 

 
⑨ 

 

④⑦⑪ 

④⑦⑨ 

①⑥⑧ 

①④⑥⑦ 

②⑤⑥ 

④ 

○ 

⑧⑩ 

④ 

⑬ 

⑦ 

④ ⑭ 

⑪ 

 
⑪ 

⑬ 

④ 

④ 

④ 

○ 

④ 

④ 
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３ 障害者福祉 
 

 

⑴ 障害者（児）の状況 

障害者においては、市が把握可能な障害者手帳の所持者数について、状況を示しています。 

 

① 障害者（児）数 （種類・程度別の内訳） 

 

ア）身体障害 

身体に障害のある人の数（身体障害者手帳所持者）は、近年、増加傾向を示していて、平

成 26 年 10 月 1 日現在、身体障害者（児）が 2,525 人で、総人口 71,984 人（平成 27 年 4

月１日現在の住民基本台帳人口）に占める割合はおよそ 3.5％となっています。 

平成23年度から平成27年度にかけてみると、およそ1.03倍と若干の伸びとなっています。 

 

 

■等級別の推移 

（単位：人） 

区分 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 

１級 846 826 811 863  

２級 412 394 399 400  

３級 413 422 396 405  

４級 586 577 585 614  

５級 113 111 114 119  

６級 149 140 134 146  

合計 2,519 2,470 2,439 2,547  

（各年度 10 月１日現在） 
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■障害別の推移 

（単位：人） 

区分 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 

肢体不自由 1,438 1,387 1,371 1,397  

視覚 160 157 150 160  

音声・言語 28 29 27 33  

聴覚 210 214 219 235  

内部障害 683 683 672 722  

合計 2,519 2,470 2,439 2,547  

（各年度 10 月１日現在） 

 

 

 

イ）知的障害 

知的障害のある人の数（愛の手帳所持者）は、全体的に増加傾向を示しており、平成 27 

年 4 月１日現在で 559 人で、平成 23 年度から平成 27 年度にかけて 1.03 倍の伸びとなって

います。 

また手帳の程度では、４度が 276 人と最も多く、次いで３度の 135 人となっています。 

 

■知的障害者手帳所持者の等級別推移 

（単位：人） 

区分 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 

１度 37 29 27 28  

２度 128 121 114 118  

３度 136 123 124 130  

４度 241 245 252 265  

合計 542 518 517 541  

（各年度 10 月１日現在） 
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ウ）精神障害等 

精神障害のある人の数（精神障害者保健福祉手帳所持者）は、増加傾向にあり、平成 27

年 4 月１日現在で 519 人で、平成 23 年度から平成 27 年度にかけて 1.26 倍の伸びとなってい

ます。 

また手帳の程度では、２級が 289 人と、最も多くなっています。 

 

■精神障害者手帳所持者の等級別推移 

（単位：人） 

区分 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 

１級 36 48 50 44  

２級 257 318 311 322  

３級 120 173 194 213  

合計 413 539 555 579  

（各年度 10 月１日現在） 

 

② 障害者（児）数の推移 

（手帳等所持者数：身体障害・知的障害・精神障害） 

障害者等が必ず障害者手帳を所持しているとは限らず、所持していない人も相当数いると推察

されますが、市が把握できるのは障害者手帳を所持している人数となります。 

 

■障害者（手帳所持者）数の実績 

（単位：人） 

区分 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 

人口 71,902 72,025 72,193 72,082  

身体障害者 2,519 2,470 2,439 2,547  

知的障害者 542 518 517 541  

精神障害者 413 539 555 579  

合計 3,474 3,527 3,511 3,667  

対人口比率 

（％） 
4.8 4.9 4.9 5.1  

(各年度 10 月 1日現在） 
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⑦ 
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⑨ 
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⑨ 

⑵ 施策の取組状況 

 

【サービスを提供する施設の状況】 

障害のある人のためのサービスを提供する市内の拠点は、下記のとおりとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 平成 27 年 4月 1日現在 

① 居宅介護事業所 ⑪ 相談支援事業所 

② 重度訪問介護事業所 ⑫ 地域活動支援センター（Ⅰ型・Ⅱ型・Ⅲ型） 

③ 生活介護事業所 ⑬ 施設入所支援事業所 

④ 就労移行支援事業所 ⑭ 行動援護事業所 

⑤ 就労継続支援（Ａ型）事業所 ⑮ 児童発達支援事業所 

⑥ 就労継続支援（Ｂ型）事業所 ⑯ 医療型障害児入所支援事業所 

⑦ 放課後等デイサービス事業所 ⑰ 指定特定相談支援事業所 

⑧ 短期入所事業所 ⑱ 地域定着支援事業所 

⑨ 共同生活援助（グループホーム）事業所 ⑲ 地域移行支援事業所 

⑩ 自立(生活)訓練・宿泊自立訓練事業所  
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４ 子育て支援 
 

⑴ 子どもと子育て家庭の状況 
 

① 年齢３区分別人口の推移 

本市の０～14歳の子どもの数は、平成 22年において 10,877 人と総人口（70,053 人）の 15.5％

を占めており、昭和 55年から比較するとその割合は 13.6 ポイントの減少となっていますが、

平成 12 年（10,097 人）15.3％からは 0.7 ポイント（780 人）の増加を示している。 

人口は、平成 17年以降増加傾向にありますが、65歳以上の高齢者人口と 14歳以下の年少人

口が増加しているのに対し、15歳から 64歳までの生産年齢人口は、平成 12年と比較すると減

少しています。 
 

■年齢３区分別人口及び構成比の推移 

（単位：人） 

区 分 昭和 55 年 昭和 60 年 平成２年 平成７年 平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 

人 口 57,198 60,930 65,562  67,015  66,052 66,553 70,053   

０～14 歳人口  

  構成比(%) 

16,684 14,332 12,127 11,028  10,097   9,904 10,877   

29.2 23.5 18.5 15.3  15.3     14.9 15.5   

15～64 歳人口 

  構成比(%) 

37,904 43,096 48,362 49,600  47,394 44,982  44,578   

66.3 70.7 73.8 74.0  71.8 67.6  63.6   

65 歳以上人口 

  構成比(%) 

2,514 3,406 4,712 6,338  8,524 11,482  14,593   

4.4 5.6 7.2 9.5  12.9 17.3  20.8   

 

■年少（０～14 歳）人口及び構成比の推移 

16,684

14,332
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０
～

１
４
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人
口

 

資料：国勢調査 
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② 児童・生徒数の推移 

市内の市立小学校９校、市立中学校５校における児童・生徒数の推移は、近年において増減

を繰り返しながら横ばい傾向となっています。 

 

児童・生徒数の推移       （単位：人） 

区 分 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

小学校 
4421 人 

  (  45 人) 

4503 人 

(  43 人) 

4629 人 

(  50 人) 

4571 人 

(  55 人) 

4596 人 

(  56 人) 

 

中学校 
1950 人 

  (  21 人) 

1996 人 

(  27 人) 

1999 人 

(  29 人) 

2044 人 

(  29 人) 

2109 人 

(  33 人) 

 

計 
6371 人 

  (  66 人) 

6499 人 

(  70 人) 

6628 人 

(  79 人) 

6615 人 

(  84 人) 

6705 人 

(  89 人) 

 

 

備考１ （ ）内の人数は、特別支援学級の児童・生徒数で内数 

       ２ 各年度５月１日現在 

 

 

 

③ 幼稚園入園児童数の推移（３～５歳） 

市内における幼稚園４園の入園児童数は、この５年間はほぼ横ばい傾向となっており、平成

26 年度では定員 1,280 人に対し 987 人と、約 77.1％の入園率となっています。 

 

■幼稚園入園児童数の推移 

 

区分 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

施設数 ４か所 ４か所 ４か所 ４か所 ４か所  

定員合計 1,280 人 1,280 人 1,280 人 1,280 人 1,280 人  

入園児童数 
1,131 人 

  (375 人) 

1,109 人 

(354 人) 

1,083 人 

(331 人) 

1,078 人 

(328 人) 

987 人 

(295 人) 

 

 

備考１ （ ）内の人数は、管外受託児童数で内数 

  ２ 各年度５月１日現在 

   ３ 定員は、各年度末現在 
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④ 保育所入所児童数の推移（認可定員：０～５歳） 

市内保育所の入所児童数は、平成 23 年度をピークに減少傾向にはありますが、各年度とも

定員を上回っています。 

 

■保育所入所児童数の推移 

 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

設置数 13 か所 13 か所 13 か所 13 か所 13 か所  

定員合計 1,926 人 1,983 人 2,009 人 2,009 人 2,002 人  

入所児童数 
1,995 人 

(   93 人) 

2,083 人 

(   81 人) 

2,075 人 

(   82 人) 

2,063 人 

(   83 人) 

2,035 人 

(   76 人) 

 

 

備考１ （ ）内の人数は、管外受託児童数で内数 

       ２ 各年度末現在 

 

⑤ 保育所入所待機児童数の推移（０～５歳） 

保育所の入所待機児童数は、平成 22 年度からおおむね減少傾向にあり、平成 26 年度では、

平成 22 年度の約半数まで減少しています。 

 

■保育所入所待機児童数の推移                 （単位：人）  

 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

 入所待機児童数 262 211 165 173 147  

 

備考 各年度末現在 

 

 

⑥ ひとり親家庭医療証交付世帯数の推移 

 ひとり親家庭医療証交付世帯数の推移は、平成 23 年までは増加傾向を示していましたが、

ここ数年は減少傾向が伺えます。 

  

■ひとり親家庭医療証交付世帯数の推移              （単位：世帯）                    

 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

世帯数 748 769 751 738 716  

内訳 

母子家庭 708 725 713 701 684  

父子家庭 38 43 33 32 26  

養育者家庭 2 1 5 5 6  

備考 各年度末現在 
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⑵ 子育て支援施策の取組状況 

 

【サービスを提供する施設の状況】 

地域で安心して子育てできる環境づくりや、一人ひとりの子どもを地域で見守り、明るく

心豊かで健全に育成するため、身近に必要なサービスを受けられるよう、地域におけるサー

ビスの提供拠点を以下のとおり整備しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 平成 27 年 4 月１日現在 

 

児童関連施設の種類 
① 子ども家庭支援センター 

② 子育てセンター 

③ 保育所 

④ 児童館 

⑤ 学童クラブ 

⑥ 幼稚園 

⑥ 

⑥ 

⑥ 

⑥ 

⑤ 

⑤① 

 

③ 
③ 

③ 

③ 

③ 

③ 

○ 
○ 

○ 

○ 

○ 

○ ○ 

○ 

○ 

○ 

④⑤ 

②③ 

④⑤ 

②③  

④⑤ 

④⑤ 

④⑤ 

②③ 

②③ 

◎ 

③ 

③ 

○ ③ 

⑤ 

 

④⑤ 



 

- 35 - 

５ 保健医療 
 

⑴ 地域の保健医療体制 

① 市の保健関連施設の状況 

市の保健関連施設は、保健相談センターと保健相談センターお伊勢の森分室を拠点に子ど

もから高齢者までを対象とした保健サービスを提供しています。 

② 地域医療の充実 

武蔵村山市医師会・歯科医師会・薬剤師会等と連携・協力し、身近な地域にかかりつけの

医師や歯科医師を持つことの重要性のＰＲや病院と診療所との連携のあり方、在宅歯科診療

の充実などの施策を推進しています。 

 

⑵ 保健事業等の取組状況 

① 成人対象の保健事業 

  成人を対象とした保健事業については、メタボリックシンドロームに着目した生活習慣病 

予防のための特定健康診査等を実施しています。健診結果からは、生活習慣改善の必要レベ 

ルを３段階に分けて判定し、特定保健指導へつなげることで市民の健康増進に努めています。 

 また、特定健康診査受診時に大腸がん検診を同時に実施するなど、受診しやすい環境づく 

りに努め、受診率の向上を図っています。 

 その他には、各種がん検診（胃・大腸・肺・子宮・乳・前立腺）、歯周疾患検診、骨粗しょ 

う症検診、肝炎ウイルス検診、眼科検診を行っています。 

 健康教室においては、従来から実施のヘルシースリム教室等に加えて、ヨガ体操教室を導 

入するなど、市民のニーズに合わせて取り組んでいます。 

② 母子対象の保健事業 

  子どもと子育てをする親を対象とした事業については、乳幼児等の健康診査や子どもの栄 

養と歯科相談、離乳食教室などを行っています。また、生後４か月までの乳児のいる全ての 

家庭を訪問する「こんにちは赤ちゃん事業」を実施しており、助産師や保健師等が訪問し、 

専門的な支援を行っています。さらに、関係部署による連携を強化し、電話による訪問勧奨 

など、訪問実施率を上げる取組を進めています。 

 妊婦及びその家族を支援する教室としては、「パパとママのためのマタニティクラス」を実 

施しており、妊娠・出産・育児を学んだり、妊婦さん同士の友達づくりにも役立っています。 

また、「両親学級（土曜日コース）」も年に数回実施し、ご夫婦で子育てについて学べる教室 

として好評であります。 

③ 自殺対策の取組 

  武蔵村山市では、年間１５人前後の方が自殺によって命を落とされており、特に壮年期か 

ら中年期（３０～６４歳）の男性に多い傾向があります。 

 そこで市では、「誰もが生き心地のよい社会」を目指すため、市民向けの講演会を実施した 

り、ゲートキーパー研修（市職員向け）を行うなど、いのちの大切さを訴え、自殺総合対策 

に取り組んでいます。 
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第２節 「市民意識調査結果」(三者比較表) 

 

１ 隣近所との関わりについて 

 

⑴ 隣近所とのつきあいの程度 

「あいさつをする程度」が、障害、要介護要支援、一般と共通して最も多く、次いで障害、

一般が「会えば立ち話をする程度」となり、要介護要支援では「特に親しい人はいない」（17.5％）

と続いている。 

また三者を比較すると、要介護要支援における「極めて親しいお宅がある」（15.6％）の割合

が高く、「特に親しい人はいない」との対照的な傾向が伺える。 
 

11.7

15.6

7.7

7.7

8.5

7.2

12.5

13.9

11.1

29.5

16.7

21.6

31.4

23.8

35.6

4.3

17.5

15.4

2.9

4.0

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般(n=1,161)

要介護・要支援(n=424)

障害(n=208)

きわめて

親しい

お宅がある

困りごとの

相談等も

できる程度

用事が

あれば

訪問し合う

程度

会えば

立ち話を

する程度

あいさつを

する程度

特に親しい

人はいない

無回答

 

 

⑵ 今後の近所付き合いの意向 

「今のままでよい」が障害、要介護・要支援、一般と共通して８割前後の大勢を占め最も多

く、次いで「もっとつきあいを広げたい」と続いている。 

 

12.2

9.2

13.0

82.2

80.9

79.8

2.7

5.4

5.3

2.9

4.5

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般(n=1,161)

要介護・要支援(n=424)

障害(n=208)

もっとつきあいを
広げたい

今のままでよい できるならつきあいは
控えたい

無回答
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⑶ あなたがしてもらいたいこと 

「災害時の手助け」が三者共通で最も多く、次いで「安否確認の声かけ」が一般（33.9％）

となり、「特にない」が要介護・要支援（27.8％）及び障害者（33.2％）となっている。 

 

33.9 

14.3 

4.0 

4.8 

4.7 

12.6 

54.3 

3.4 

19.1 

15.2 

26.4

24.1

0.2

8.3

5.4

3.1

41.7

4.7

27.8

6.6

24.0

20.2

0.5

4.3

4.3

3.4

48.6

6.3

33.2

1.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

安否確認の声かけ

話し相手

短時間の子どもの預かり

外出（買い物や通院等）の手助け

庭の手入れや掃除の手伝い

郵便物・宅配物の一時預かり

災害時の手助け

その他

特にない

無回答

一般(n=1,161)

要介護・要支援(n=424)

障害(n=208)

 

 

 

 

２ 日常生活の課題について 
 

⑴ 生きがいに感じること 

「趣味、スポーツ」が一般（51.1％）において、「家族の団らん」が要介護・要支援（37.5％）

及び障害者（42.8％）で最も多く、次いで「家族の団らん」が一般（50.7％）、「友人、仲間と

のつき合い」要介護・要支援（27.6％）、「趣味、スポーツ」障害者（38.0％）となっている。 

 

50.7 

24.4 

21.4 

48.7 

51.1 

7.0 

6.8 

6.7 

0.9 

37.5

11.3

3.3

27.6

17.7

3.3

13.7

24.1

7.1

42.8

10.1

7.2

28.4

38.0

4.8

8.2

20.2

2.9

0% 20% 40% 60%

家族の団らん

子どもの成長

仕事

友人、仲間とのつき合い

趣味、スポーツ

地域活動、ボランティア（ＮＰＯ活動）

その他

特にない

無回答

一般(n=1,161)

要介護・要支援(n=424)

障害(n=208)
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⑵ 困っていることや悩み 

「将来の生活についての不安」が一般で、「自分の健康に関すること」が要介護・要支援

（59.7％）及び障害者（62.0％）で最も多く、次いで「自分の健康に関すること」一般（38.7％）、

「将来の生活についての不安」要介護・要支援（35.8％）及び障害者（47.1％）となっている。 

 

 

⑶ 困りごとや悩みの相談相手 

「家族（親・子ども・きょうだい）」が三者共通で最も多く、次いで「配偶者」も三者共通と

なっている。 

 

 

 

 

 

 

14.0 

38.7 

25.2 

6.3 

5.2 

4.5 

43.2 

4.9 

25.6 

1.9 

1.2

59.7

31.6

0.0

2.8

4.0

35.8

6.1

19.1

7.1

8.7

62.0

26.9

2.4

6.3

3.4

47.1

5.3

19.2

2.9

0% 20% 40% 60% 80%

仕事（学校生活）に関すること

自分の健康に関すること

家族の健康や介護に関すること

子育てに関すること

近隣・地域のトラブル、人間関係に関すること

家族・親戚とのトラブル、人間関係に関すること

将来の生活についての不安

その他

特にない

無回答

一般(n=1,161)

要介護・要支援(n=424)

障害(n=208)

46.9 

55.3 

9.7 

10.2 

35.4 

3.7 

3.4 

0.8 

0.6 

1.8 

2.2 

3.3 

9.8 

2.1 

31.1

59.7

9.2

0.2

13.2

3.1

5.4

6.1

0.9

0.2

8.3

11.1

5.4

6.8

40.4

52.4

6.3

1.9

18.3

2.9

8.7

6.7

0.5

0.5

7.2

8.7

7.2

3.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

配偶者

家族（親・子・きょうだい）

親戚

職場の同僚・上司

友人・知人

経験豊かな近所の人

市役所の相談窓口

社会福祉協議会

民生・児童委員

インターネットの掲示板等

専門の相談機関

その他

相談しない

無回答

一般(n=1,161)

要介護・要支援(n=424)

障害(n=208)
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⑷ 地区の中で安心して暮らしていくために地区組織等に期待する活動 

「災害が起きたときの対応」が三者共通で最も多く、次いで「交通安全や防災・防犯等の活

動」が一般（38.3％）、「子どもや高齢者、障害のある方に対する手助け」が要介護・要支援（30.0％）

及び障害者（28.8％）となっている。 

 

 

 

⑸ 自分ができると思うこと 

「災害が起きたときの対応」が一般（45.0％）で、「特にない」が要介護・要支援（24.3％）

及び障害者（21.6％）で最も多く、次いで「子どもや高齢者、障害のある方に対する手助け」

一般（26.5％）、「地域内における決まりごと（ルール）の徹底」要介護・要支援（9.9％）、「地

域の道路や公園等の清掃活動」障害者（16.3％）となっている。 

 

 

 

71.1 

20.9 

38.3 

18.9 

14.3 

11.5 

23.9 

13.2 

11.2 

12.0 

2.5 

11.5 

10.4 

58.0

13.2

17.2

10.8

7.8

8.7

30.0

7.1

7.3

17.7

6.1

12.7

18.2

57.7

18.8

27.9

13.9

10.1

11.1

28.8

12.0

13.0

20.7

4.3

15.4

15.4

0% 20% 40% 60% 80%

災害が起きたときの対応

地域内における決まりごと（ルール）の徹底

交通安全や防災・防犯等の活動

地域の道路や公園等の清掃活動

リサイクルや自然保護の活動

住民間トラブルの仲介・解決

子どもや高齢者、障害のある方に対する手助け

祭りや運動会等の住民同士の交流イベントの提供

文化・芸術・スポーツ等のサークル的な活動

市役所・社会福祉協議会との連絡調整

その他

特にない

無回答

一般(n=1,161)

要介護・要支援(n=424)

障害(n=208)

45.0 

21.5 

21.0 

25.7 

18.9 

3.5 

26.5 

11.8 

14.1 

5.9 

3.6 

14.4 

16.8 

5.2

9.9

3.8

5.7

3.8

1.2

5.7

1.9

3.1

1.9

0.7

24.3

55.7

13.0

13.9

7.2

16.3

9.6

3.8

13.5

5.8

10.6

3.4

4.3

21.6

37.5

0% 20% 40% 60%

災害が起きたときの対応

地域内における決まりごと（ルール）の徹底

交通安全や防災・防犯等の活動

地域の道路や公園等の清掃活動

リサイクルや自然保護の活動

住民間トラブルの仲介・解決

子どもや高齢者、障害のある方に対する手助け

祭りや運動会等の住民同士の交流イベントの提供

文化・芸術・スポーツ等のサークル的な活動

市役所・社会福祉協議会との連絡調整

その他

特にない

無回答

一般(n=1,161)

要介護・要支援(n=424)

障害(n=208)
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３ 福祉に関する制度や事業等について 

 

⑴ あなたが住んでいる地区を担当している民生・児童委員をご存知ですか。 

「職名も活動内容も知らない」が一般（30.5％）及び要介護・要支援（22.9％）で最も多く、

「職名は聞いたことがあるが、活動内容までは知らない」が要介護・要支援（22.9％）は同数

で、障害者（27.9％）において最も多い。 

 

13.6

18.9

14.4

22.7

17.0

18.3

29.1

22.9

27.9

30.5

22.9

26.4

2.0

8.0

6.3

2.1

10.4

6.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般(n=1,161)

要介護・要支援(n=424)

障害(n=208)

地区担当者も

活動内容も

知っている

職名は聞いたことが

あり活動内容も

知っているが、

地区担当者は知らない

職名は聞いたことが

あるが、活動内容

までは知らない

職名も活動内容も

知らない

その他 無回答

 

 

 

⑵ 民生・児童委員に相談したいか 

「わからない」が三者共通で最も多く、次いで「相談等をしたい」も三者共通となっている。 

 

 

 

 

21.2

22.9

23.1

13.6

9.0

8.7

63.1

58.5

62.5

2.1

9.7

5.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般(n=1,161)

要介護・要支援(n=424)

障害(n=208)

相談等をしたい 相談等をしたくない わからない 無回答
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⑶ 社会福祉協議会の認知状況 

「よく知らないが、聞いたことがある」が三者共通で最も多く、次いで「知らない」が一般

（30.1％）、「知っている」が要介護・要支援（31.1％）及び障害者（37.0％）となっている。 

 

 

 

⑷ 知っている社会福祉協議会の活動 

「福祉まつり、社協福祉バザー、のぞみまつりの実施」が三者共通で最も多く、次いで、「機

関紙『こもれび』の発行」が一般（59.7％）で、「赤い羽根共同募金、歳末たすけあい運動」が

要介護・要支援（47.0％）及び障害者（51.9％）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

28.9

31.1

37.0

38.8

32.1

33.7

30.1

26.9

22.6

2.2

9.9

6.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般(n=1,161)

要介護・要支援(n=424)

障害(n=208)

知っている よく知らないが、

聞いたことがある

知らない 無回答

34.3 

35.2 

38.5 

12.2 

28.1 

29.9 

59.7 

74.6 

19.7 

41.5 

25.7 

59.1 

19.4 

13.7 

18.8 

38.8 

28.1 

31.0 

18.8 

3.0 

28.8

32.6

27.3

5.3

18.2

22.7

38.6

49.2

11.4

23.5

23.5

47.0

10.6

9.1

8.3

17.4

28.8

46.2

7.6

8.3

27.3

36.4

35.1

18.2

33.8

20.8

45.5

54.5

16.9

44.2

49.4

51.9

15.6

13.0

26.0

28.6

33.8

32.5

20.8

2.6

0% 20% 40% 60% 80%

住民の方による見守りや活動の推進（小地域福祉組織化事業）

ひとり暮らし高齢者等への訪問電話（シルバーテレホン事業）

老人クラブ、障害者団体、ボランティア団体への助成

福祉学習会への経費助成

車いす、わたあめ機等のイベント機器の貸出

会員会費の募集

機関紙『こもれび』の発行

「福祉まつり」、「社協福祉バザー」、「のぞみまつり」の実施

低所得者世帯等への生活福祉資金や離職者支援資金の貸付

福祉に関する総合相談

障害者相談支援事業

赤い羽根共同募金、歳末たすけあい運動

お子さんの進学支援（教育支援資金、受験生チャレンジ支援事業）

地域福祉権利擁護事業の推進

成年後見制度の推進

市立のぞみ福祉園の経営

高齢者在宅サービスセンター・身体障害者福祉センターの経営

地域包括支援センターでの介護保険等の各種相談

ファミリー・サポート・センター事業

無回答

一般(n=335)

要介護・要支援(n=132)

障害(n=77)
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⑸ 日常の金銭管理 

「自分」が一般（72.2％）及び障害者（47.6％）で、「家族」が要介護・要支援（47.9％）で

最も多く、次いで「家族」が一般（25.2％）及び障害者（42.8％）、「自分」要介護・要支援（36.6％）

となっている。 

 

72.2 

25.2 

0.2 

0.0 

0.2 

0.6 

1.6 

36.6

47.9

0.7

0.5

0.7

8.5

5.2

47.6

42.8

0.5

1.0

1.4

2.4

4.3

0% 20% 40% 60% 80%

自分

家族

親戚

地域福祉権利擁護事業の生活支援員

成年後見人・保佐人・補助人・任意後見人

その他

無回答

一般(n=1,161)

要介護・要支援(n=424)

障害(n=208)

 

 

 

⑹ 地域福祉権利擁護事業の認知状況 

「名称も名前も知らない」が三者共通で最も多く、次いで「名称を聞いたことはあるが、内

容は知らない」も三者共通となっている。 

 

 

6.9

5.4

6.7

19.6

21.5

22.6

70.5

62.3

64.4

3.0

10.8

6.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般(n=1,161)

要介護・要支援(n=424)

障害(n=208)

名称も内容も

知っている

名称を聞いたことはあるが、

内容は知らない

名称も内容も知らない 無回答
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⑺ 成年後見制度の認知状況 

「名称を聞いたことはあるが、内容は知らない」が一般（37.0％）及び障害者（33.2％）で、

「名称も名前も知らない」が要介護・要支援（38.4％）で最も多くなっている。 

 

32.4

20.8

29.3

37.0

31.4

33.2

28.9

38.4

30.3

1.8

9.4

7.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般(n=1,161)

要介護・要支援(n=424)

障害(n=208)

名称も内容も

知っている

名称を聞いたことはあるが、

内容は知らない

名称も内容も知らない 無回答

 

 

 

⑻ 成年後見制度に財産管理等を任せること 

「わからない」が三者共通で最も多く、次いで「任せてもよい」も三者共通で多くなってい

る。 

 

 

 

 

27.7

25.2

26.4

15.1

9.4

13.9

17.6

16.3

16.8

37.0

37.5

35.6

2.7

11.6

7.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般(n=1,161)

要介護・要支援(n=424)

障害(n=208)

任せてもよい 一部なら任せてもよい 任せたくない わからない 無回答
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⑼ 成年後見制度は誰に任せたいか 

「家族・親族」が三者共通で最も多く、各全体の７割以上を占めている。 

 

 

 

 

 

⑽ 災害時要援護者名簿登録について 

「名称も名前も知らない」が三者共通でもっとも多く、各全体の約７割前後を占めている。 

 

 

 

 

75.7 

19.3 

1.2 

2.6 

1.2 

80.3

12.2

0.7

3.4

3.4

72.6

19.0

1.2

6.0

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家族・親族

専門職（弁護士、司法

書士、社会福祉士 等）

市民後見人

わからない

無回答

一般(n=497)

要介護・要支援(n=147)

障害(n=84)

7.1

7.5

9.1

18.1

14.4

17.8

72.8

68.9

67.8

2.0

9.2

5.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般(n=1,161)

要介護・要支援(n=424)

障害(n=208)

名称も内容も

知っている

名称を聞いたことはあるが、

内容は知らない

名称も内容も知らない 無回答
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⑾ 生活困窮者自立支援制度の認知状況 

「名称も名前も知らない」が三者共通でもっとも多く、次いで「名称を聞いたことはあるが、

内容は知らない」も三者共通となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑿ 生活困窮者自立支援制度を利用したい方（自身またはまわりの方） 

「いない」が一般（54.1％）で最も多く、「わからない」が要介護・要支援（56.4％）及び障

害者（52.4％）で最も多い。 

 

 

 

 

2.4

5.9

3.8

54.1

28.5

38.0

40.3

56.4

52.4

3.2

9.2

5.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般(n=1,161)

要介護・要支援(n=424)

障害(n=208)

いる いない わからない 無回答

12.9

9.7

16.8

38.2

31.4

27.4

45.4

44.6

47.6

3.4

14.4

8.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般(n=1,161)

要介護・要支援(n=424)

障害(n=208)

名称も内容も

知っている

名称を聞いたことがあるが、

内容は知らない

名称も内容も知らない 無回答
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４ 福祉サービスの利用状況について 

 

⑴ 福祉サービスの利用状況 

「使用していない」が一般（81.3％）及び障害者（51.0％）で、「利用している」が要介護・

要支援（66.7％）で最も多い。 

 

 

 

⑵ 福祉サービスについての不満等 

「不都合や不満を感じたことはない」が三者共通で最も多く、次いで「福祉サービスに関す

る情報が入手しづらかった」が一般及び障害者（同 18.0％）、「どこに利用を申し込めばよいの

かわからなかった」が要介護・要支援（13.8％）となっている。 

 

 

 

15.3

66.7

42.8

81.3

23.6

51.0

3.4

9.7

6.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般(n=1,161)

要介護・要支援(n=424)

障害(n=208)

利用している

（したことがある）

利用していない

（したことがない）

無回答

15.2 

2.2 

16.9 

6.7 

3.9 

18.0 

11.8 

6.2 

6.2 

10.1 

32.6 

9.6 

13.8

1.1

5.7

5.3

3.2

10.6

8.5

4.2

6.7

13.1

44.2

13.4

11.2

6.7

10.1

7.9

6.7

18.0

14.6

5.6

9.0

11.2

31.5

14.6

0% 10% 20% 30% 40% 50%

どこに利用を申し込めばよいのかわからなかった

利用を申し込んだが、窓口でたらいまわしにされた

利用手続が煩雑だった

複数の窓口・建物にわたり、面倒だった

窓口の対応が悪かった

福祉サービスに関する情報が入手しづらかった

どのサービスがよいのかわからず、選びにくかった

利用したいサービスが利用できなかった

サービス内容に満足しなかった

その他

不都合や不満を感じたことはない

無回答 一般(n=178)

要介護・要支援(n=283)

障害(n=89)
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⑶ 福祉サービスを利用しない理由 

「サービスを利用する必要がない」が一般（61.0％）及び障害者（34.9％）で、「家族で対応

できる」が障害者は同数で、「サービスの内容や利用の仕方がわからない」は要介護・要支援

（38.0％）で最も多い。 

 

 

⑷ 福祉サービスの情報入手先 

「市報「むさしむらやま」」が三者共通で圧倒的に多く、次いで「特にない」が一般（19.2％）、

「市役所の窓口や職員」及び「家族や親戚」が要介護・要支援（17.0％）、「友人や知人」障害

（15.9％）となっている。 

 

 

 

1.0 

1.0 

5.2 

9.6 

20.0 

3.9 

22.7 

8.2 

61.0 

3.0 

3.0

3.0

6.0

20.0

38.0

4.0

25.0

16.0

16.0

9.0

6.6

10.4

12.3

17.0

23.6

2.8

34.9

11.3

34.9

3.8

0% 20% 40% 60% 80%

家族や親戚への気兼ねがある

近所の目が気になる

他人の世話にはなりたくない

経済的な負担が心配

サービスの内容や利用の仕方がわからない

複数の窓口・建物にわたるため面倒

家族で対応できる

その他

サービスを利用する必要がない

無回答

一般(n=944)

要介護・要支援(n=100)

障害(n=106)

64.4 

11.0 

6.6 

1.5 

1.0 

12.5 

7.9 

0.9 

16.0 

8.4 

5.6 

19.2 

5.1 

40.3

4.5

17.0

10.8

2.1

5.2

3.5

0.0

16.3

17.0

10.8

6.1

17.9

54.8

8.2

14.9

10.1

0.5

6.3

4.3

0.5

15.9

13.5

7.2

10.1

12.5

0% 20% 40% 60% 80%

市報「むさしむらやま」

新聞

市役所の窓口や職員

社会福祉協議会の職員

民生・児童委員

回覧板

市のホームページ

市以外のホームページ

友人や知人

家族や親戚

その他

特にない

無回答

一般(n=1,161)

要介護・要支援(n=424)

障害(n=208)
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５ 地域福祉施策の推進に取り組むべきこと 

 

「福祉サービスの手続きの方法等を見直し、利用しやすくすること」が三者共通で最も多く、

次いで「民間事業所の力をいかし、質のよいサービスを提供すること」も三者共通となってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

32.2 

22.2 

18.0 

31.6 

16.1 

40.6 

14.0 

2.8 

13.7 

7.5 

31.4

17.2

11.6

17.5

12.0

35.8

9.2

5.4

20.8

14.2

29.8

17.8

13.5

23.1

16.3

40.4

10.1

5.3

19.7

10.1

0% 10% 20% 30% 40% 50%

民間事業者の力をいかし、

質のよいサービスを提供すること

市民に地域福祉への参加を呼びかけたり、

参加するための支援をすること

現在行っている施策について第三者による評価、

見直しを行うこと

市民のニーズを詳細に把握する調査を行うこと

職員の教育、研修を充実させること

福祉サービスの手続の方法等を見直し、

利用しやすくすること

ボランティアや団体等担い手を育成すること

その他

特にない

無回答

一般(n=1,161)

要介護・要支援(n=424)

障害(n=208)
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第３章 計画の基本的な考え方 
 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料４ 
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第１節 計画の基本理念と基本視点 

 

 

１ 基本理念 

 

地域には、一人暮らしの高齢者や障害のある人、子育て中の家族など、時と場合によっては自

立し安定した生活を送るために何らかの支援及びサービスの利用などを必要としている人がいま

す。小さな子どもから高齢者まで、また障害のある人もない人も、全ての人が住み慣れた地域の

中で、その人らしく自立して心豊かに生きていける、地域のみんなで共に生きるまちを目指すこ

とが必要です。 

そこで、上位計画である「武蔵村山市第四次長期総合計画」に掲げる施策の体系の一つが、「安

心していきいきと暮らせるまちづくり」であることなども踏まえ、本計画の基本理念を次のとお

り掲げ、これからの地域福祉における市民・事業者・市の共通の目標とします。 

 

 

 

だれもが身近な地域や家庭で 

安心して暮らせる福祉のまち 
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２ 基本視点 

 

計画の「基本理念」を実現するため、次の視点に留意しながら計画を推進していくこととしま

す。 

 

 

市民と事業者と市の協働 ～同じ目線で 

 

 

 

 地域にはさまざまな人が暮らしていますが、一人ひとりが抱える生活課題は異なります。地域

に暮らす人々が、自らが抱える生活課題や、地域の問題を解決するために行動することは、地域

の福祉向上に向けた、大切な原動力になります。 

  しかし、地域の問題を解決するためには、市民・事業者・市が単独で活動を行うだけでは不十

分であり、地域を構成する全ての人々が、それぞれの立場を大切にしながら、生活課題や地域の

問題に対して、お互いに連携し、福祉活動を推進することが必要となります。 

  そこで、本計画を「市民と事業者と市の計画」として位置付け、地域を構成する全ての人々が、

お互いの立場を理解し、同じ目線で福祉活動を推進するための道しるべにして、本計画の「基本

理念」である「だれもが身近な地域や家庭で安心して暮らせる福祉のまち」の実現を三者の協働

により目指します。 
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第２節 計画の基本目標と施策の体系 

 

１ 計画の基本目標 

「基本理念」を踏まえ、本計画の基本目標は次の４つとし、市民等との役割分担と連携・協働

のもと実現に努めていきます。 
 

《基本目標１》 みんなが参加しているまちづくり 

ボランティア団体・ＮＰＯ法人、個人ボランティアが活発な活動ができるよう、ボランティア・

市民活動センターを中核とした支援や、広報・意識啓発活動等を推進し、さまざまな地域福祉活

動や交流を進めます。 

また、参加型社会福祉の形成に向け、多様な活動主体が連携・協働するためのネットワークづ

くりを支援します。 
  

《基本目標２》 連携・協働しているまちづくり 

さまざまな相談ニーズに対応するため、地域の福祉を担う人材の確保や育成を行い、保健・医

療と連携した総合的な福祉サービスの充実を図ります。 

また、地域福祉を向上させるため、相談窓口の設置や情報提供、福祉教育・学習の推進を通し、

福祉への理解促進に努めます。 
 

《基本目標３》 安全・安心なまちづくり 

 

住みなれた地域でいつまでも安心して暮らしていけるよう、公共的建築物・施設や、公共交通、

住宅等のバリアフリー化及びユニバーサルデザインを進め、交通安全、防犯・防災対策の実施な

ど、安全・安心とともに福祉に配慮したまちづくりを推進します。 

また、必要な支援に応じた制度を周知するため、広報システムや体制づくりを図ります 
 

《基本目標４》 自立を促進するまちづくり 

 

地域におけるそれぞれの立場と責任を果たしながら、互いに支え合う地域づくりを進めるため、

生活保護受給者や生活困窮に陥っている地域の人たちを把握するとともに、個々の適切なサービ

スと運用に努め、関係機関と連携して各種の相談に対応しながら、生活困窮者の就労及び自立促

進を支援していきます。 
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２ 施策の体系 

 

 

〈基本理念〉   だ れ も が 身 近 な 地 域 や 家 庭 で 

安 心 し て 暮 ら せ る 福 祉 の ま ち 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

 

 

〈基本目標〉 

福祉教育の推進 

相談体制・情報提供の充実 

保健・医療等の推進 

さまざまな地域福祉活動や交流の推進 

地域福祉活動の基盤の強化 

活動団体間のネットワークづくりの推進 

〈取組の方向〉 

 福祉のまちづくりの推進 

安全・安心のまちづくりの推進 

支援のための制度の周知等 

〈基本視点〉  市民と事業者と市の協働 ～同じ目線で 

就労の場の確保 

生活保護受給者への日常生活支援 

生活困窮者への就労等支援 

２ 連携・協働している 

まちづくり 

１ みんなが参加している 

  まちづくり 

３ 安全・安心なまちづくり 

４ 自立を促進するまちづくり 
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第３節 エリア設定の考え方と将来人口推計 

 

１ 地域福祉エリアの新設定 

 

  本市では、平成６年２月に策定した「武蔵村山市老人保健福祉計画」で市内を４つのエリアに

分けた「地域福祉エリア」を設定し、その後、平成１８年３月に策定した「武蔵村山市第二次地

域福祉計画（平成１８年度～平成２２年度）」において、日常生活における行動範囲や生活環境条

件等を考慮して、新たな「地域福祉エリア」を設定し、地域における保健・福祉サービスの提供

体制の整備を行ってきました。 

平成２３年３月に策定した「第三次地域福祉計画（平成２３年度～平成２７年度）」においても、

引き続き従来のエリアを「地域福祉エリア」として設定しましたが、地域福祉計画の理念の実現

に向けてエリアがより身近な地域となるよう見直しを行い、従来の西部エリアから区分した北西

部エリアを含め５つのエリアを「地域福祉エリア」として新たに設定します。 
 

【地域福祉エリアに含まれる町名】 

エリア名 町 名 

西部エリア 伊奈平、残堀、中原、三ツ藤、大字三ツ木（横田基地内） 

北西部エリア 岸、三ツ木 

北部エリア 神明、中央、中藤、本町 

南部エリア 榎、大南、学園 

緑が丘エリア 緑が丘 

 

 

 

 

 

西部エリア 

南部エリア 

北部エリア 

緑が丘エリア 

北西部エリア 
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２ 将来人口推計 

 

◇ 将来人口の考え方 

 

平成 32 年 10 月１日の人口は約 78,000 人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考：各年 10月 1日現在の住民基本台帳及び外国人登録人口 

資料：武蔵村山市第四次長期総合計画（第２編 基本構想） 

 

 

 

 

60,000 

65,000 

70,000 

75,000 

80,000 

H13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 

（人） 

 

人口フレームの推計 

 

 

66,813 人 

71,611 人 

78,000 人 
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武蔵村山市地域福祉計画策定委員会設置要綱 

 
平成２７年５月２０日 

武 蔵 村 山 市 

訓令（乙）第１３３号 

 

 （設置） 

第１条 武蔵村山市における社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第１０７条に規定する市町村地

域福祉計画を総合的かつ円滑に策定するため、武蔵村山市地域福祉計画等策定委員会（以下「委員

会」という。）を置く。 

 

 （所掌事項） 

第２条 委員会は、地域福祉計画の素案を作成し、市長に報告する。 

 

 （組織） 

第３条 委員会は、委員１３人をもって組織する。 

２ 委員は、健康福祉部長、健康福祉部高齢・障害担当部長、企画財務部企画政策課長、総務部防災

安全課長、協働推進部協働推進課長、健康福祉部高齢福祉課長、同部障害福祉課長、同部子育て支

援課長、同部子ども育成課長、同部生活福祉課長、同部健康推進課長、都市整備部都市計画課長及

び教育部教育総務課長の職にある者をもって充てる。 

 

 （委員長及び副委員長） 

第４条 委員会に、委員長及び副委員長１人を置き、それぞれ健康福祉部長の職にある委員及び健康

福祉部高齢・障害担当部長の職にある委員をもって充てる。 

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。 

 

 （会議） 

第５条 委員会の会議は、委員長が招集する。 

２ 委員会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決するところによ

る。 

 

 （庶務） 

第６条 委員会の庶務は、健康福祉部地域福祉課において処理する。 

 

 （委任） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員会に諮って

定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２７年５月２０日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料５ 
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第３回地域福祉計画策定懇談会の日程について 

 

平成２７年６月 

 

日 月 火 水 木 金 土 

31 1 2 3 4 5  6 

 7  8  9 10 11 12 13 

14 15 16 17 18 19 20 

21 22 23 24 25 

①ＡＭ 

26 27 

28 29 

 

30 

②ＡＭ 

1 2 3 4 

 

 

 

第１候補日 ６月２５日 午前１０時から ３０１会議室 

 

第２候補日 ６月３０日 午前９時３０分から ３０１会議室 
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地 域 福 祉 計 画 の 策 定 背 景 と 意 義  

及 び 他 計 画 と の 関 係 性  
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１ 計画策定の策定背景と意義 

 

【市町村地域福祉計画】 

 

○ 市町村地域福祉計画には、地域住民に最も身近な行政主体である市区町

村が、地域福祉推進の主体である住民等の参加を得て地域の要支援者の生

活上の解決すべき課題とそれに対応する必要なサービスの内容や量、その

現状を明らかにし、かつ、確保し提供する体制を計画的に整備することが

求められている。 

 

【「これからの地域福祉のあり方に関する研究会」報告書】 

  

○ 平成２０年３月に、国が報告書としてまとめた「地域における「新たな

支え合い」を求めて‐住民と行政の協働による新しい福祉‐においても、

地域における現行の仕組みでは対応しきれていない多様な生活課題に対

応する考え方として、地域福祉をこれからの福祉施策に位置づける必要性

がうたわれており、地域福祉を進める上での計画の策定が求められている。 

 

 

２ 他計画との関係性 
 

【地域福祉計画策定における計画の方向性】 
 

⑴ 地域福祉計画を最上位計画とする場合 
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⑵ 地域福祉計画が各福祉計画を横断（連携）する場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ 地域福祉計画を各福祉計画と同列にする場合 
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【地域福祉計画の目的】 

 

  ○ 地域福祉の推進の主体である住民や事業者等と連携・協力し、既存の

各個別計画によって整備される施設や制度をどのように活用していくか

といった視点から見直しを行うことで、地域の要支援者の課題の解決を

図る。 

 

  ○ 生活困窮者の自立支援といった、現状どの個別計画でもうたわれてい

ない制度の隙間をうめることはだけではなく、高齢者や障害者のように

対象を限定した各個別計画の施策だけでは、解決できない地域課題につ

いて、個別計画同士の連携を深めることにより解決を図る。 

 

  ⇒各個別計画と横断的に連携を図る役割を担う必要がある。 

 

 

 

 


